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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 

1 事業計画 方法書から
の変更点 

（4月 21 日委員会での質疑・意見） 
方法書と準備書でタービン建屋が１つから３

つになる等変化が大きいが、大きく変えたメリッ
トは何か。 
 7 年間で良いものができ、設計を変えたという
ことか。 

（4月 21 日委員会での回答） 
従来はタービン建屋が一体型になっていて、1つのフロ

アに発電設備が 3 台並ぶ設計がほとんどでした。今回は
発電設備を 1 台ずつ別々にするなど、コストダウンし、
発電原価を低減することで、より競争力の高い発電所と
する計画としました。 
方法書の時点では 1600℃級ガスタービンコンバインド

サイクルが最新鋭の設備でしたが、現在 1650℃級の設備
が商用化できる目途が立ち、熱効率が飛躍的に向上する
とともに、CO2の排出原単位も 0.324 から 0.309 に下げる
ことができるようになりました。このため、この設備に合
わせてレイアウトを見直しました。 
 

（4 月 21 日委員会での回答の追加回答） 
事業計画に関する方法書からの主な変更点は添付資料

①のとおりです。 
対象事業実施区域は、海域工事に係る船舶のアンカー

の範囲を考慮し、海域の範囲を約 12 万 m2から約 13 万 m2

に変更したもので、これによる環境影響の増加はほとん
どないものと考えております。 

前述のとおり、発電設備については最新鋭の熱効率
64.0%、1650℃級ガスタービンコンバインドサイクル発電
設備（出力 78 万ｋＷ×3 基）を採用し、CO2の排出原単位
を低減するとともに、設備に合わせて設備レイアウトを
見直しました。 

二酸化窒素については、高性能の予混合型低 NOx 燃焼
器及び排煙脱硝装置により排出濃度を 5ppm から 4.5ppm
に低減する計画とし、煙突高さについては、設備の大型
化による影響を考慮し 59m から 80m に変更しました。 

温排水量は出力増加に伴い、方法書記載の 48m3/s から 
  

 (次頁へ続く) 

添付資料① 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 

1 事業計画 方法書から
の変更点 

 （前頁からの続き） 
 
54m3/s に増加しますが、既設の温排水量 63m3/s からは
減少します。 

放水口位置は、方法書で計画した放水口設置予定地周
辺は砂溜まりとなっており、放水口設置にあたっては浚
渫規模が大きくなり周辺海域への地形改変による影響
が考えられること、一方既設放水口については、これま
での発電所の運転にあたり放水を行っていること、ま
た、干潟の動物・植物は環境の変化が大きいところに生
息・生育しており、水温等の変化に適応能力があること
から、新たに放水口を設置するよりも既設放水口を流用
する方が環境影響は小さいものと考え計画を見直しま
した。 

なお、廃棄物低減の観点から海生生物の付着防止のた
め冷却水に海水を電気分解し生成した次亜塩素酸ソー
ダを注入する計画ですが、放水口において残留塩素濃度
を定量下限値未満となるよう管理することから、影響は
少ないものと考えます。 

 
これらの変更を踏まえて実施した環境影響の予測・評

価結果については準備書に記載のとおりであり、本事業
による環境影響は実行可能な範囲で回避又は低減され
ているものと考えております。 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
2 事業計画 方法書からの

変更点 
（4月 21 日委員会での質疑・意見） 

放水口の位置が変わっていることが大きいと
思う。養老川側は、砂洲、干潟や鳥類の餌場でも
あり、方法書時にはこれについて予測するよう千
葉県知事意見があった。また養老川側の放水口近
くに生物や水温・水質の調査点がない。 

一方、シミュレーションでは養老川に高温域が
広がり、これは養老川側に放水口が向いているこ
とが大きい。元々影響が大きく、影響がない訳で
はない。しかも 7℃と高い温度のため放水口近傍
ではかなり影響があるはずである。放水口の位置
を考える上で考慮しなくてはいけない。 

放水口位置を変更するに当たって、環境への影
響の検討プロセスを説明いただきたい。 

（4月 21 日委員会での回答） 
方法書の放水口選定位置は水深が浅く、大量の浚渫を

伴う大きな工事となることから、既設の放水口位置とし
ました。 
放水口前面には河口干潟があるため、干潟の調査につ

いては海域全体の調査とは別に行っています。調査項目
は干潟に生息する動植物、また、生息環境として水質や
水温についても調査しています。 
温度影響は、取放水温度差 10℃から 7℃、冷却水量も

現状に比べて低減する計画になり、温排水の拡散範囲も
若干小さくなります。また、取放水温度差 7℃で放水す
るため、放水口直近では 7℃に近い水温になりますが、
現状の 10℃よりも下げていること、排出された温排水は
急激に周囲の海水と混合されて水温は低下するので、準
備書では 1℃、2℃、3℃の水温上昇範囲として示してい
ます。放水口近傍では多少の影響が考えられますが、全
体として影響は少ないと予測・評価しています。 
 

 

3 事業計画 工事計画 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
6 号 GT 設備は壊してしまうのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
 新設のため、撤去する計画です。 

 

 

4 事業計画 工事計画 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
 6 号 GT 設備はまだ使えるのではないか。売却し
たりしないのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
海外ではまだ使えると思いますが、輸送代等もかかる

ので難しいと思います。 
 

 

5 事業計画 工事計画 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
 新設取水口は姉崎のカーテンウォールのように
なるのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
海域での工事の低減をするため護岸法線より敷地側

に引き込んだ形で取水口を設置するため、カーテンウォ
ールは海域には突出しません。 
 

 

6 事業計画 設備仕様 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
 GT 設備は空気と燃料を混ぜているのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
 空気と燃料の予混合燃焼が出来るようになっており、
これにより燃焼に伴う NOx が低減されます。 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
7 予測評価 陸生生物 （4月 21 日委員会での質疑・意見） 

動物の予測評価で、「影響が少ない」、もしく
は「影響がほとんどない」のどちらかしかないが、
何を根拠に分けているか説明いただきたい。 

（4月 21 日委員会での回答） 
大きな考え方で申し上げます。「ない」の記載は 100％

影響がないと言える場合。「ほとんどない」は我々の知
見や科学的な観点から影響がないと想定されるが、
100％影響がないとは言い切れず「ない」に限りなく近い
と判断される場合。影響はあるけれども、相対的に影響
が少ないものとして「少ない」と 3段階の評価としてい
ます。 

 

8 調査点 海生生物 （4月 21 日委員会での質疑・意見） 
海洋生物は水温の影響を大きく受ける。それに

沿った形で影響評価をすべきである。温排水予測
結果で温度上昇域を出しているなら、あわせて3、
2℃上昇域の調査ポイントを作って、コントロー
ルとして外も調査点としても良い。温度の影響が
分かる調査ポイントでないと問題があると思う。 

（4月 21 日委員会での回答） 
現況調査では文献調査として東京電力が行った環境

監視のデータ等を利用しています。データによっては平
成 3、4年度ものなどを利用しており、現状と変わらない
ことを確認するために、現地調査を行いました。 
複数の文献調査と現地調査を行っているため調査点

が入り組んでおり、多少配置は歪になっていますが、基
本的に１℃の温排水拡散範囲の内と外を包含する形で、
調査していると考えております。 

 

 

9 調査点 海生動物 （4 月 21 日委員会後の質疑・意見） 
海洋生物の調査ポイントの選定は温排水拡散

予測結果に基づいて決定されるべきではないの
か。そうしないと施設稼働による影響評価が正
しく実施できないのではないのか 

（4 月 21 日委員会後の質疑・意見に対する回答） 
準備書に記載する温排水拡散予測結果は、現地調査

結果を踏まえて条件を設定し予測を行っています。こ
のため、調査点を設定する段階では、温排水拡散範囲
について予備的な予測を行い、その結果に基づき調査
点を配置することとなります。 

本事業においても、海生生物に関する調査点は、予
備的に温排水拡散予測を実施したうえで、1℃の温排水
拡散範囲の内と外を包含する形で、できるだけ偏りな
く配置しました。なお、準備書に記載した温排水拡散
予測結果と調査点の配置は、添付資料に示すとおりで
す。 

添付資料② 

10 調査点 水環境 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
 海域の調査点が姉崎は整然としているのに対
し、五井の海域の調査範囲がいびつなのはなぜ
か。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
 千葉火力発電所で行った調査点など複数の文献調査
と現地調査を行っているため調査点が入り組んでおり、
多少配置は歪になっていますが、1℃の温排水拡散範囲
の内側と外側を包含する形で調査しております。 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
11 予測評価 事後調査 （4月 21 日委員会での質疑・意見） 

環境監視項目としてあがっているが、事後調査
を実施しないとある。この関係はどういったこと
か。 

（4月 21 日委員会での回答） 
「事後調査」は、予測内容が不確実な場合等、事後調査
に必要な要件が発電所アセス省令で定められています。

「環境監視」は、予測評価が不確実なわけではないが、事
業者が自主的に行うものです。 
 
本事業については、事後調査が必要と考えられる項目

がないため、事後調査としては実施せずに環境監視とし
てモニタリングを実施するという位置づけです。 
 

（4 月 21 日委員会での回答の追加回答） 
「事後調査」については、「発電所アセス省令」第 31 条

第 1 項の規定により、次のいずれかに該当する場合にお
いて、当該環境保全措置の実施に伴い生ずるおそれのあ
る環境影響の程度が著しいものとなるおそれがあるとき
は、実施することとされています。 
・予測の不確実性の程度が大きい選定項目について環境

保全措置を講ずる場合 
（過去の環境アセスメントの実績等から、未だ予測の手

法が確立されておらず、予測の結果と実際の結果に
大きな差が生じるおそれがあると思われる場合で、
具体例としては、動物、植物及び生態系に対し環境
保全措置を講じる場合等が考えられる） 

・効果に係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合 
（過去の環境アセスメントにおいて環境保全措置とし

て行われた例が少なく、環境保全措置の効果が十分
に検証されていない環境保全措置を講じる場合で、
具体例としては、実施例の少ない生物の移植等が考
えられる） 

 
 (次頁へ続く) 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
11 予測評価 事後調査  （前頁からの続き） 

 
・工事の実施中及び土地又は工作物の供用開始後におい

て環境保全措置の内容をより詳細なものにする場合 
（環境影響評価の実施段階で想定した環境保全措置の

内容について、工事の実施及び供用開始後の状況を
踏まえ、それをより詳細なものにする場合） 

・代償措置を講ずる場合であって、当該代償措置による
効果の不確実性の程度及び当該代償措置に係る知見の
充実の程度により、事後調査が必要であると認められ
る場合 
（効果が十分に検証されていない代償措置を講じる場

合や代償措置の知見が少ない場合等、事後調査を通
じて代替措置の効果を把握する必要がある場合等） 

 
本事業に係る環境影響評価については、準備書に記載

のとおり上記項目に該当せず、環境保全措置を確実に実
行することで予測及び評価の結果を確保できることか
ら、環境影響の程度が著しく異なるおそれはないものと
考えます。 
一方、｢環境監視計画」は、｢事後調査」には該当しな

いものの、事業者が環境保全措置に資する自主的な取り
組みとして、工事中及び運転開始後に環境監視を実施す
るものです。 

 

12 予測評価 大気質 （4月 21 日委員会での質疑・意見） 
施設の稼働による大気予測では現状と将来の

コンター図を並べているが、リプレースの効果が
どれくらいあるのか差分として提示いただけな
いでしょうか。 

（4月 21 日委員会での回答） 
本事業では予混合型低 NOx燃焼器並びに排煙脱硝装置

を設置する計画としており、窒素酸化物排出濃度及び時
間当たりの排出量について大幅な低減を図っています。 
上記の諸元を踏まえ、代表測定局における更新前後の

二酸化窒素の年平均値の寄与濃度について予測を行い
ました。その結果によると、すべての代表測定局におい
て、更新後は更新前の寄与濃度以下に低減しています。 
 

（4 月 21 日委員会での回答の追加回答） 
大気質の予測結果は、添付資料のとおりです。 
 

添付資料③ 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
13 予測評価 大気質 （4 月 21 日委員会後の質疑・意見） 

特殊気象条件に対応した大気濃度予測の(ii)
逆転層形成時と(iii)内部境界層発達によるフュ
ミゲーション発生時におけるバックグラウンド
濃度の選び方の説明（表の下の注記）が理解困
難である。 
「定常時、冷機起動時ともに出現した時刻」と

はどういうことなのか、またそれが(ii)と(iii)
で異なる日であるのもわからない。 

わかりやすい説明を追加いただきたい。 

（4 月 21 日委員会後の質疑・意見に対する回答） 
特殊気象条件における予測については 3 基がすべて

定常運転している場合（定常時）と、2 基が定常運転し
ているときに 1基が冷機起動する場合（冷機起動時）
の２パターンについて予測を行っています。 

逆転層形成時については、気象調査結果を整理し、
逆転層突き抜け状況（P8.1.1-162）に示したとおり排
煙が逆転層を突き抜けないと判定される気象条件が発
生した定常時 49 ケース、冷機起動時 56 ケースすべて
の日時について予測を行い、各々着地濃度を求めてい
ます。その結果、着地濃度の最大値が発生した気象条
件は定常時、冷機起動時のどちらのパターンにおいて
も同じ平成 23 年 5月 14 日 8 時のケースでした。この
ため、「バックグラウンド濃度は、最大着地濃度が、
定常時、冷機起動時ともに出現した時刻（平成 23 年 5
月 14 日 8 時）における対象事業実施区域から半径 10km
以内の一般局の 1 時間値の最大値を用いた。」と記載
しております。 

内部境界層発達によるフュミゲーション発生時につ
いても同様に、気象調査結果を整理し、排煙が大気の
不安定な内部境界層に流入する可能性がある気象条件
として定常時に 29 ケース、冷機起動時 31 ケースすべ
ての日時について予測を行い、各々最大着地濃度を求
めています。その結果、着地濃度の最大値が発生した
気象条件は定常時、冷機起動時のどちらのパターンに
おいても同じ平成 23 年 5月 10 日 8 時でした。このた
め、「バックグラウンド濃度は、最大着地濃度が、定
常時、冷機起動時ともに出現した時刻（平成 23 年 5月
10 日 8 時）における対象事業実施区域から半径 10km 以
内の一般局の 1時間値の最大値を用いた。」と記載し
ております。 

また、逆転層形成時と内部境界層発達によるフュミ
ゲーション発生時では、発生する気象条件が異なるた
め予測ケースが異なり、最大着地濃度が発生した日時
も異なっています。 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
14 予測評価 騒音・振動 （4 月 21 日委員会後の質疑・意見） 

当日説明資料のスライド１５「環境影響評価
項目の選定（１）」（工事中の選定項目）につい
て、 
騒音は現在「騒音及び超低周波音」となってい
るので超低周波音についても評価すること。 

 

（4 月 21 日委員会後の質疑・意見に対する回答） 
本事業は、環境影響評価法の第一種事業に該当する事

業ですので、環境影響評価項目の選定については、発電
所アセス省令第 21 条に基づき実施しています。 

同省令に基づく「改訂・発電所に係る環境影響評価の
手引き」では、火力発電所の参考項目の設定において、
低周波音は「一般的な事業の内容により、低周波音を発
生させる要因としては、機械等（タービン、コンプレッ
サー等）の稼働が考えられるものの、これまでの実績並
びに全国における低周波音の苦情件数を踏まえれば、環
境保全上の支障は生じにくいことから、参考項目として
設定しない。」とされております。 

低周波音（超低周波音を含む）は、物理的には音波で
あるため地表面吸収、空気吸収による音の超過減衰は騒
音に比べて小さいものの、距離により減衰します。 

本事業においては、主要な工事実施区域から民家まで
は約 1.7km 離れており、地表吸収、空気吸収が無いもの
としても、距離による減衰のため低周波音（超低周波音
を含む）による環境影響は少ないと考え、環境影響評価
項目に選定しておりません。 
 

 

15 予測評価 騒音・振動 （4 月 21 日委員会後の質疑・意見） 
当日説明資料のスライド１６「環境影響評価

項目の選定（２）」（運転中の選定項目）につい
て 

運転開始後、施設稼働で騒音の「○」、振動の
「○」が必要ではないか。 
 

（4 月 21 日委員会後の質疑・意見に対する回答） 
騒音・振動は発生源から離れるに従い減衰すること、

騒音・振動の影響が心配される民家等は、本事業の主要
な騒音・振動発生源から約 1.7km 離れていることから、
施設の稼働による騒音・振動の環境影響は少ないものと
考え、環境影響評価項目として選定しておりません。 

 

 

16 予測評価 水環境、 
海生動物 

（4 月 21 日委員会後の質疑・意見） 
温排水予測結果は近隣の千葉火力発電所から

の温排水の影響を加味したものなのか。拡散範
囲が重複する場所では効果が加算されないの
か。 

 

（4 月 21 日委員会後の質疑・意見に対する回答） 
温排水拡散予測にあたっては、温排水が重畳する近隣
の東京電力フュエル＆パワー千葉火力発電所などの発
電所の温排水を考慮して予測を行っています。 
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No 項目 細目 質疑･意見の概要 事業者の見解 備考 
17 調査期間 その他 （4月 21 日委員会での質疑・意見） 

現地調査実施時期から年数が経っているが、予
測・評価にその調査結果を使用して問題ないの
か。（鳥類の重要な種の調査結果も含む） 

（4月 21 日委員会での回答） 
予測に用いた現地調査の実施時期は、主として平成

22 年 7月～平成 23 年 6月です。 
大気環境及び水環境については、現地調査結果と至

近（平成 27 年）のデータ等を比較したところ、大きな
変化はないと考えられること等から、予測評価に使用
することは問題ないと判断しました。 
また、動物、植物については、それぞれの生息・生

育環境である大気環境及び水環境が大きく変化してい
ないことから、調査結果についても大きな変化はない
と考え、予測評価に使用することは問題ないと判断し
ました。 
 

（4 月 21 日委員会での回答の追加回答） 
各項目の比較結果は、添付資料のとおりです。 
 

添付資料④ 

18 運用状況 その他 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
今は温排水の放水をしているのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
全ユニット停止しているので温排水の放水はしてい

ません。 
 

 

19 運用状況 その他 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
水中放水をしているのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
表層放水方式です。 

 

 

20 運用状況 その他 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
放水路は埋没されているのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
地上から 4～5m下に 2～3mほどの深さの放水路が埋設

されています。 
 

 

21 運用状況 その他 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
ガスはどこから受けているのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
 富津の LNG 基地から供給を受けております。 

 

 

22 周囲の状況 その他 （6月 26 日現地視察での質疑・意見） 
 方法書放水口計画地点の沖にいる船は釣りを
しているのか。 

（6月 26 日現地視察での回答） 
 すぐそばに海釣り施設もあるので、おそらくそうだと
思います。 
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表１ 事業計画の主な変更点 

 
 

項目 方法書 準備書 

対象事業 

実施区域 

約 52万ｍ2 

(発電所敷地面積 約 40 万ｍ2及び 

地先海域面積 約 12 万ｍ2) 

約 53 万ｍ2 

(発電所敷地面積 約 40 万ｍ2及び 

地先海域面積 約 13 万ｍ2) 

出力 
213 万ｋW 

（1～3軸：71 万 kW） 

234 万ｋW 

（新 1～3号機：78 万 kW） 

熱効率 
約 61％（低位発熱量基準） 

(1600℃級コンバインド 

サイクル発電：MACCⅡ) 

64.0％（低位発熱量基準） 

(1650℃級コンバインド 

サイクル発電) 

設備利用率 
80% 

（燃料使用量：約 190 万トン） 

90% 

（燃料使用量：約 220 万トン） 

NOx 濃度 

(定格時) 
5ppm 4.5ppm 

煙突高さ 
59ｍ 

（ボイラ一体型） 

80ｍ 

（単筒身自立型） 

温排水 48m3/s 
54m3/s 

※海水を電気分解し、生成した次亜塩素

酸ソーダを注入 

取水口位置 図１ 図２ 

放水口位置 図１ 図２ 

主要設備の 

配置計画 
図１ 図２ 

添付資料① 
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      図１ 発電所の配置計画の概要（方法書） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              

図２ 発電所の配置計画の概要（準備書） 
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凡  例 

■ 

文献調査：6 点 
魚等の遊泳動物、 
底生生物 
(メガロベントス) 

□ 

現地調査：6 点 
魚等の遊泳動物、 
底生生物 
(メガロベントス) 

温排水拡散予測範囲 

     １℃上昇域 
     ２℃上昇域 
     ３℃上昇域 

注:文献調査は「千葉火力修正調査書」

を示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 温排水拡散予測範囲と調査位置（魚等の遊泳動物、メガロベントス）  

添付資料② 
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凡  例 

▲ 
文献調査：６点 
潮間帯生物 

△ 
現地調査：２点 
潮間帯生物 

温排水拡散予測範囲 

     １℃上昇域 
     ２℃上昇域 
     ３℃上昇域 

注:文献調査は「千葉火力事後調査

報告書」を示します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 温排水拡散予測範囲と調査位置（潮間帯生物） 
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凡  例 

● 

文献調査：12 点 
底生生物 
(マクロベントス)、 

動植物プランクトン、 
卵・稚仔 

○ 

現地調査：６点 
底生生物 
(マクロベントス)、 

動植物プランクトン、 
卵・稚仔 

温排水拡散予測範囲 

     １℃上昇域 
     ２℃上昇域 
     ３℃上昇域 

注:文献調査は「千葉火力事後調査

報告書」を示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 温排水拡散予測範囲と調査位置（マクロベントス、プランクトン、卵・稚仔） 
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表１ 窒素酸化物に関する事項 

            

 

 

 

 

 

 

 

  
表２ 二酸化窒素年平均値の予測結果 

(単位：ppm)     

図中 
番号 

測定局 
寄与濃度 

現状 将来 差分 
a b b-a 

1 市原八幡 0.00006 0.00003 -0.00003 

2 市原五井 0.00002 0.00001 -0.00001 

3 市原姉崎 0.00008 0.00005 -0.00003 

9 市原岩崎西 0.00001 0.00001 0.00000 

15 宮野木 0.00006 0.00003 -0.00003 

19 寒川小学校 0.00015 0.00011 -0.00004 

20 福正寺 0.00014 0.00011 -0.00003 

21 蘇我保育所 0.00016 0.00011 -0.00005 

25 袖ケ浦坂戸市場 0.00016 0.00007 -0.00009 

27 袖ケ浦代宿 0.00010 0.00005 -0.00005 

32 市川二俣 0.00004 0.00001 -0.00003 

注：図中番号は、図 1中の番号に対応します。 

項目 現状 将来 

窒素酸化物 

排出濃度 31～80ppm  4.5ppm 

排出量  376 m3
N/h 66 m3

N/h 

添付資料③ 
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図1 代表測定局の位置 
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 平成 22、23 年に実施した現地調査結果の妥当性について 

 

 

予測に用いた現地調査の実施時期は表 1 のとおり、主として平成 22 年 7 月～平成 23

年 6 月です。 

大気環境及び水環境については、現地調査結果と至近（平成 27 年）のデータを比較し

たところ、大きな変化はないと考えられること等から、予測評価に使用することは問題な

いと判断しました。 

また、動物、植物については、それぞれの生息・生育環境である大気環境及び水環境が

大きく変化していないことから、調査結果についても大きな変化はないと考え、予測評価

に使用することは問題ないと判断しました。 

 

各項目の確認結果は、以下のとおりです。 

 

表 1（１）．妥当性の確認を行う現地調査の概要 

項 目 現地調査時期 

大

気

環

境 

窒素酸化物 
浮遊粒子状物質 
粉じん等 

気象 

地上気象 
平成22年7月～平成23年6月 

上層気象 

高層気象 平成22年8月～平成23年5月 

窒素酸化物濃度 
浮遊粒子状物質濃度 

なし 
（公共機関データ：平成22年7月～平成

23年6月） 

道路交通騒音 
道路交通振動 

道路交通騒音 
交通量 
道路交通振動 
沿道の状況、道路構造 

平成22年10月 

水
環
境 

化学的酸素要求量（COD） 
溶存酸素量（DO） 
全窒素（T-N） 
全燐（T-P） 

平成22年8月～平成23年5月 

水温 平成22年8月～平成23年5月 

添付資料④  
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表 1（２）．妥当性の確認を行う現地調査の概要 

項 目 現地調査時期 

動 

物 

陸生動物 
平成22年8月～平成23年6月 
平成27年2月～7月（猛禽類） 

海

生

動

物 

潮間帯生物(動物)、底生生物(マクロベントス) 
[地形改変及び施設の存在] 

平成22年8月～平成23年5月（底生生物） 
平成22年12月～平成23年8月 

（潮間帯生物） 

魚等の遊泳動物 
底生生物（メガロベントス） 
潮間帯生物(動物)、底生生物(マクロベントス) 

[施設の稼働] 
動物プランクトン 
卵・稚仔 
 

平成22年8月～平成23年5月 
（潮間帯生物以外） 

平成22年12月～平成23年8月 
（潮間帯生物） 

干潟の分布 
干潟動物 

平成22年7月～平成23年5月 

植 

物 
陸生植物 平成22年8月～平成23年5月 

平成28年8月（重要種） 

海
生
植
物 

潮間帯生物(植物) 
植物プランクトン 

平成22年8月～平成23年5月 
（植物プランクトン） 

平成22年12月～平成23年8月 
（潮間帯生物） 

干潟の分布 
干潟植物 

平成22年8月～平成23年5月 
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1. 大気環境 

（１）気象 

 ①地上気象 

 各気象の現地調査点及びその近傍の千葉特別地域気象観測所の位置は図 1-1 のとおり

です。この千葉特別地域気象観測所における現地調査実施時期（平成 22年 7 月～平成 23

年 6 月）及び至近（平成 27 年 1～12 月）の風配図を図 1-2,3 に示します。これによれば、

両者の風向別の平均風速及び風向頻度は、概ね同様となっています。 

  次に、地上気象の現地調査結果（平成 22 年 7 月～平成 23 年 6 月）の風配図を図 1-4

に示します。これによれば、現地調査結果と、同時期の千葉特別地域気象観測所の風配図

（図 1-2）は、概ね同様となっています。 

これらのことから、現地調査点での地上気象は平成 22、23 年から大きく変化していな

いものと判断しました。 

 更に、同観測所の過去 23 年間の風配図を図 1-5 に示します。これによれば、調査年に

よって多少の変動はありますが、平成 22、23 年の観測結果には、他の年と比べて大きな

変化は認められません。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1.現地調査点及び千葉特別地域気象観測所の位置図 
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千葉特別地域気象観測所 
（平成 22 年 7 月～23 年 6 月） 

千葉特別地域気象観測所 
（平成 2 7 年） 

五井火力地上気象 
（平成 22 年 7 月～23 年 6 月） 

図 1-4. 平成 22、23 年 地上気象の現地調査結果（地上 10m）風配図  

図 1-2. 平成 22、23 年 千葉特別地域

気象観測所（地上 47.9m）風配図 

 

図 1-3. 平成 27 年 千葉特別地域

気象観測所（地上 47.9m）風配図 
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図 1-5(1). 平成 3～14 年 千葉特別地域気象観測所の風配図（地上 47.9m）経年変化 
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図 1-5(2). 平成 15～26 年 千葉特別地域気象観測所の風配図（地上 47.9m）経年変化 
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②上層気象 

上層気象について、現地調査結果（平成 22年 7月～平成 23年 6月）の風配図及び同時

期の千葉特別地域気象観測所の風配図を図 1-6 に示します。それによると、両者の風向頻

度は概ね同様となっております。 

平均風速は、観測高さを考慮して「べき乗則」によって千葉特別気象観測所の地上 47.9

ｍの地上風から地上 175m の上層風を推定すると、全平均風速では 6.0m/s となり、現地調

査結果の全平均風速 6.6m/s と比べて概ね同様となっています。 

また、平成 22、23 年と平成 27年の千葉特別地域気象観測所の気象観測結果（図 1-2，3）

は概ね同様であったこと等も踏まえ、現地調査点での上層気象は平成 22、23 年から大き

く変化していないものと判断しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③高層気象 

地上気象並びに上層気象観測結果の検討を踏まえ、平成 22、23 年と平成 27年の地上気

象、上層気象に大きな変化はみられないことから、現地調査点での高層気象は平成 22、

23 年から大きく変化していないものと判断しました。 

 

 

 

全平均風速= 4.0 
サンプル数= 8736 

千葉火力上層気象 
（平成 22 年 7 月～23 年 6 月） 

千葉特別地域気象観測所 
（平成 22 年 7 月～23 年 6 月） 

図 1-6. 平成 22、23 年 上層気象の現地調査結果（地上 175m）及び 

千葉特別地域気象観測所（地上 47.9m）風配図   
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（２）大気質 

 五井火力発電所近傍の一般環境大気測定局（以下、「一般局」という。）の内、代表測定

局の位置は図 1-7 のとおりです。 

この代表測定局における二酸化窒素濃度及び浮遊粒子状物質濃度の平成 3～27 年の経

年変化を図 1-8 に示します。これによれば、平成 22、23 年と平成 27 年の二酸化窒素濃度

及び浮遊粒子状物質濃度をそれぞれ比較すると、概ね同様となっています。 

また、二酸化窒素濃度及び浮遊粒子状物質濃度は過去 23年間で減少傾向にあるものの、 

予測評価としては、一般局の測定結果に本事業の寄与濃度を加えた将来濃度と環境基準等

との整合を検討するため、将来濃度が高くなる平成 22、23 年の測定結果を使用した方が、

より厳しい評価になると考えられます。 

        

図 1-7. 発電所近傍の一般環境大気測定局（代表測定局）の位置図 

  代表測定局（11 局） 
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局名 二酸化窒素(ppm) 浮遊粒子状物質(mg/m3)
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図 1-8(1). 平成 3～27 年 一般環境大気測定局の NO2、SPM 経年変化 
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局名 二酸化窒素(ppm) 浮遊粒子状物質(mg/m3)
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図 1-8(2). 平成 3～27 年 一般環境大気測定局の NO2、SPM 経年変化 
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（３）騒音、振動及び交通量関係 

騒音、振動及び交通量の現地調査点及び市原市自動車騒音常時監視点の位置は図 1-9

のとおりです。 

この調査点における騒音の現地調査結果(平成 22 年)と市原市自動車騒音常時監視結果

(平成 24、26 年)を表 1-1 に示します。 

これによると、一般国道 16 号での騒音は、現地調査結果（平成 22 年）では、昼間 71

～74 デシベル、夜間 68～71 デシベルであり、市原市自動車騒音常時監視結果（平成 26

年）の昼間 73デシベル、夜間 71 デシベルと比較して概ね同等でした。 

また、一般国道 297 号での騒音は、現地調査結果では昼間 72 デシベル,夜間 67 デシベ

ルであり、市原市自動車騒音常時監視結果（平成 24 年）の昼間 70デシベル,夜間 66 デシ

ベルと比較してほぼ同等でした。 

 

凡 例 

① 五井海岸（現地調査） 

② 五井南海岸（現地調査） 

③ 五井（現地調査） 

④ 市原市白金町4丁目（市原市） 

⑤ 市原市五井西（市原市） 

 

 

図 1-9.現地調査点（騒音、振動及び交通量）及び市原市自動車騒音常時監視点の位置図 

 

表 1-1.道路交通騒音（LAeq）の現地調査結果及び市原市自動車騒音常時監視結果  

現地調査結果 市原市自動車騒音常時監視結果 

時間の区分 
昼間 

(6～22 時) 

夜間 

(22～6 時) 
時間の区分 

昼間 

(6～22 時) 

夜間 

(22～6 時) 

路線名 調査地点 測定値[dB] 測定値[dB] 調査地点 測定値[dB] 測定値[dB] 

一般国道 
16 号 

①五井海岸 
（平成 22 年） 74  71 ④市原市白金町 

4 丁目 
（平成 26 年） 

73 71 
②五井南海岸 
（平成 22 年） 71  68 

一般国道 
297 号 

③五井 
（平成 22 年） 72  67 ⑤市原市五井西 

（平成 24 年） 70  66 

 

 4 

 5 
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交通量の現地調査点（以下、「調査点」とする）及び道路交通センサスの観測地点（以

下、「観測地点」とする）は図 1-10 のとおりです。 

この調査点における交通量の現地調査結果(平成22年)及び道路交通センサス結果(平成

11、17、22、27 年度)を表 1-2、1-3 に示します。 

調査点①の調査結果について、最寄りの観測地点⑤と比較してみると、平成 11、17、22、

27 年度の観測地点⑤での交通量は昼間 12 時間で約 27,000～37,000 台（以下、交通量は昼

間 12 時間の台数を記載する）となっており、平成 22 年の調査点①の交通量（約 31,000

台）はその範囲内となっております。 

調査点②の調査結果について、まず観測地点⑤と比較してみると、平成 27 年度の観測

地点⑤での交通量は約 29,000 台となっており、平成 22年の調査点②の交通量（約 26,000

台）の方が約 10%少なくなっております。次に調査位置が離れている影響を見るために、

観測点⑤の最寄りの調査点①（平成 22 年）と比較すると、調査点②の方が約 17％少なく

なっております。この傾向を踏まえると、平成 27 年度の調査点②付近の交通量は、観測

地点⑤の交通量（約 29,000 台）より少なく、平成 22 年の現地調査結果と比較して大きく

変化していないものと考えられます。 

調査点③の調査結果について、同じ一般国道 297 号の観測地点⑥での交通量は約 16,000

～18,000 台と概ね横ばい傾向となっており、調査点③の交通量（約 18,000 台）はその範

囲内となっております。 

 

 

凡 例 

現
地
調
査 

① 五井海岸 

② 五井南海岸 

③ 五井 

道
路
交
通
セ
ン
サ
ス 

④ 市原市八幡浦 

⑤ 五井海岸 

⑥ 市原市村上 

 

   図 1-10.現地調査点（騒音、振動及び交通量）及び道路交通センサスの位置図 

 

 5 

 4 

 6 
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表 1-2.交通量の現地調査結果  

調査地点 路線名 種 別 交通量(台) 

①五井海岸 
（平成 22 年） 

一般国道 16 号 
12 時間 31,348 

24 時間 45,374 

②五井南海岸 
（平成 22 年） 

一般国道 16 号 
12 時間 25,989 

24 時間 37,539 

③五井 
（平成 22 年） 

一般国道 297 号 
12 時間 18,239 

24 時間 24,323 

注： 12 時間交通量は、7～19 時の交通量を示す。 

 

 

        表 1-3.交通量の道路交通センサス結果 

注： 12 時間交通量は、7～19 時の交通量を示す。 

 

 

 

なお、調査点の道路構造等については、再度現地を確認しており、大きな変化はありま

せんでした。 

以上のことから、現地調査点での道路交通騒音及び交通量は平成 22 年から大きく変化

しておらず、道路交通振動についても平成 22 年から大きく変化していないものと判断し

ました。 

調査地点 路線名 種 別 
交通量(台) 

平成 11 年度 平成 17 年度 平成 22 年度 平成 27 年度 

④市原市八幡浦 一般国道 16 号 
12 時間 44,844 40,028 40,297 32,593 

24 時間 67,985 61,041 61,251 48,890 

⑤五井海岸 一般国道 16 号 
12 時間 37,093 26,775 － 28,762 

24 時間 52,078 38,262 － 42,007 

⑥市原市村上 一般国道 297 号 
12 時間 15,654 18,370 16,028 16,798 

24 時間 － － 21,638 22,845 
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2. 水環境 

（１）水質（COD、DO、T-N 及び T-P） 

 水質（COD、DO、T-N 及び T-P）について、現地調査点及びその近傍の公共用水域水質測

定点（東京湾 7）の位置は図 2-1 のとおりです。 

この公共用水域水質測定点における水質（COD、DO、T-N 及び T-P）の平成 3～27年の経

年変化を図 2-2 に示します。これによると、水質（COD、DO、T-N 及び T-P）は調査年によ

って多少のばらつきはあるものの、COD 及び DO は経年の変化は認められず、T-N 及び T-P

は長期的に見ると減少傾向にありますが、平成 22、23 年の測定結果は、平成 27年の測定

結果と比べて大きな変化は認められません。 

このことから、現地調査点での水質（COD、DO、T-N 及び T-P）についても、平成 22,23

年から大きく変化していないものと判断しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1. 現地調査点（COD,DO,T-N 及び T-P）及びその近傍の公共用水域水質測定点の位置図 

 

 

 
図 2-2(1).平成 3～26 年 公共用水域水質測定点（東京湾 7）の COD 経年変化 

[mg/L] 

（上層） （下層） 

[mg/L] 

 現地調査点 

（COD,DO,T-N,T-P） 

 現地調査点近傍の公共用水域水質測定点（東京湾 7） 
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図 2-2(2).平成 3～26 年 公共用水域水質測定点（東京湾 7）の DO 経年変化 

 

 

 

 

 

図 2-2(3).平成 3～26 年 公共用水域水質測定点（東京湾 7）の T-N 経年変化 

 

 

 

 

 

図 2-2(4).平成 3～26 年 公共用水域水質測定点（東京湾 7）の T-P 経年変化 

[mg/L] 

[mg/L] 

[mg/L] [mg/L] 

（上層） （下層） 

（上層） （下層） 

（上層） （下層） 

[mg/L] 

[mg/L] 
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（２）水質（水温） 

 水温について、現地調査点及びその近傍の公共用水域水質測定点（東京湾 7,9）の位置

は図 2-3 のとおりです。 

この公共用水域水質測定点における水質（水温）の平成 3～27 年の経年変化を図 2-4

に示します。これによると、水質（水温）は調査年によって多少のばらつきはあるものの、

経年の変化は認められず、平成 22、23 年の測定結果についても、これらと比べて大きな

変化は認められません。 

このことから、現地調査点での水質（水温）についても、平成 22,23 年から大きく変化

していないものと判断しました。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3. 現地調査点（水温）及びその近傍の公共用水域水質測定点の位置図 

 

 

 

 

 現地調査点（水温）  現地調査点近傍の公共用水域水質測定点 

（東京湾 7,9） 
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図 2-4(1).平成 3～26 年 公共用水域水質測定点（東京湾 7）の水温経年変化 

 

 

 

 

 

 

図 2-4(2).平成 3～26 年 公共用水域水質測定点（東京湾 9）の水温経年変化 
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3. 陸生動物・植物、生態系 

前述の通り、平成 3～27年の地上気象の千葉特別気象観測所の測定結果（図 1-5）、大気

質の一般局（代表測定局）の測定結果(図 1-8)、水質（COD、DO、T-N 及び T-P）及び水温

の公共用水域（東京湾 7）の測定結果（図 2-2,2-4）によると、調査年によって多少のば

らつきはあるものの、経年の変化は認められず、平成 22、23 年の測定結果についても、

これらと比べて大きな変化は認められません。このことから、大気環境及び水環境につい

ては、平成 22、23 年から大きく変化していないと考えております。 

また、平成 23年及び平成 29 年の発電所周辺の航空写真によると、商業施設の用地が開

発されておりますが、その範囲は限定的であり、発電所構内及び周辺の概況に大きな変化

は認められません。 

更に、現地調査を平成 22、23 年に実施しておりますが、それ以降に発電所構内での大

規模な工事や土地改変は実施しておりません。 

これらのことから、平成 23 年以降に対象事業実施区域及び周辺の陸生動物・植物の生

息・生育環境に大きな変化はなく、そこに生息・生育する陸生動物・植物に大きな変化は

ないものと判断しました。
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4. 海生動物・植物 

海域の環境について、平成 3～27 年の水質（COD、DO、T-N 及び T-P）及び水温の公共用

水域（東京湾 7）の測定結果（図 2-2,2-4）によると、調査年によって多少のばらつきは

あるものの、COD、 DO 及び水温は経年の変化は認められず、T-N 及び T-P は長期的に見る

と減少傾向にありますが、平成 22、23 年の測定結果は、平成 27 年の測定結果と比べて大

きな変化は認められません。 

これらのことから、海域の環境に大きな変化は認められないため、そこに生息・生育す

る海生動物・植物にも大きな変化はないものと判断しました。 

 


